
物流の「2024年問題」等の対応
に活用できる主な補助事業

（本資料のお問い合わせ先）

四国経済産業局
産業部 商務・流通産業課
電話：087-811-8524（直通）

物流効率化に向けた先進的な実証事業のうち荷主企業における物流効率化に向けた先進的な実証事業
中小企業省力化投資補助事業
生産性革命推進事業のうちものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金
モーダルシフト等推進事業
モーダルシフト加速化緊急対策事業
AI・IoT等を活用した更なる輸送効率化推進事業費補助金のうちトラック輸送の省エネ化推進事業
生産性革命推進事業のうちIT導入補助金
物流革新に向けた生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化総合対策のうち物流生産性向上推進事業
商用車の電動化促進事業
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◼ 働き方改革に関する法律が2024年4月からトラックドライバーにも適用される一方、物流の停滞が懸念される「2024年問題」に直面して

います。

◼ 荷主企業、物流事業者等が協力して我が国の物流を支えるための環境整備に向けて、政府では令和5年6月2日に、⑴商慣行の見直

し、⑵物流の効率化、⑶荷主・消費者の行動変容について、抜本的・総合的な対策を「物流革新に向けた政策パッケージ」として策定し

ました。

◼ 同日、経済産業省、農林水産省、国土交通省では発荷主事業者・着荷主事業者・物流事業者が早急に取り組むべき事項を「物流の

適正化・⽣産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」として策定しました。ガイドラインの遵守と業界特性

を踏まえた⾃主行動計画の作成を呼びかけ、現在100以上の団体・事業者が⾃主行動計画を策定しました。

◼ さらに政府では、2030年度の輸送力不⾜の解消に向け可能な施策の前倒しを図る「物流革新緊急パッケージ」を、令和5年10月6日に

とりまとめ、これらの施策の実現に向け、令和5年度補正予算、令和6年度予算等を活用した取り組みを進めております。

◼ 中国四国農政局、四国経済産業局及び四国運輸局では、令和5年5月31日に連携協定を締結し、これまで「2024年問題」の周知等

を行ってきましたが、今般、事業者において物流対策等に活用できる補助事業をとりまとめました。

◼ 物流課題への対応は、2024年だけではなく、担い手不⾜等も背景に中長期的に対策を図る必要があります。荷主業界と物流業界にお

いて物流の対応策を検討するにあたり、ここに紹介する支援制度の活用をご検討いただければ幸いです。

◼ 本資料は、利用いただける対象者が比較的広い補助事業を中心にとりまとめました。

◼ 申請に際しては、各制度の要領等を再度ご確認いただきますよう、お願いいたします。
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